
        反重力すべり支承を用いた橋梁の地震時弾塑性応答の制御 
 

 

 

 

 

 

 

１. はじめに 

 近年，反力分散支承や免震支承を採用した多径間

連続橋が高架橋として多く建設されているが，こう

した支承を採用した橋梁は地震時に橋桁の大変位を

伴う構造であり，コストや維持管理上の課題となる．

図 1 に示す反重力すべり支承は，常時は橋桁の温度

変化による伸縮を拘束せず，地震時の桁変位に対し

ては斜面をすべり上がることにより水平方向の反力

を生じ，水平変位の抑制を期待するものである．図

２に示す道路橋を想定した非線形弾塑性 2 質点系モ

デル（図３）に反重力すべり支承のモデルを組み込

み，反重力すべり支承の摩擦係数，クリアランス，

斜面角度の３つのパラメータの組み合わせを変えた

反重力すべり支承を用いた多数の橋梁系の地震応答

解析を行い，反重力すべり支承パラメータの効果の

検証と設計に関する検討を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２ 反重力すべり支承の適用を想定する道路橋            

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 2 質点系モデル 図４ 橋脚の復元力モデル 

 

２. 解析モデル及び入力波 

 橋脚の復元力モデルは Clough 型 bilinear を用いた

（図４）．橋脚の降伏震度を 2/3，支承固定時固有周

期が 0.5sec となる初期剛性を用いた．道路橋示方書

Type2-Ⅱ-2 波を橋軸方向に入力して解析する． 

３. 着目する指標 

 応答値として支承変位と橋脚の応答塑性率に着目

した．支承変位と橋脚応答塑性率が共に小さくなる

設計が望ましいが，支承変位と橋脚応答塑性率は一

般にトレードオフの関係にあり，一方を下げるため

には他方が大きくなる傾向がある．支承変位および

橋脚応答塑性率を小さくするには支承の減衰性能の

増加が有効であるが，減衰が過度に大きい場合は橋

脚塑性率が逆に大きくなることもある（図５）．固定

支承は支承変位は最小であるが，常時の温度伸縮に

よる不静定力が問題となる．このような観点から図

６に示す橋脚塑性率－支承変位の組み合わせ領域の

中での，反重力すべり支承の位置付けを検証する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図６ 支承の特性の位置付け 
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図１ 反重力すべり支承 

図５ 支承変位と橋脚塑性率の関係 

キーワード 反重力すべり支承，機能分離型支承，パラメトリック解析，最適設計，必要強度 

連絡先 〒615-8540 京都市西京区京都大学桂 京都大学工学研究科都市社会工学専攻 075-383-3245 
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４. 最適設計候補 

 反重力すべり支承の斜面角度，クリアランス，摩

擦係数の組み合わせを変えて解析を行い,得られた

支承変位および橋脚応答塑性率を座標平面上にプロ

ットすると，図７に示す分布が得られる．設計パラ

メータのあらゆる組み合わせ解析結果の中で，支承

変位と橋脚塑性率の双方が小さい他の設計が存在し

ないような設計を最適設計候補と定義し，青色シン

ボルで示した．最適設計候補を，従来型の機能分離

型支承で同様の計算を行ったものと重ねて示すと図

８a のようになり，特定の支承変位領域について反

重力すべり支承が有利となる．発生する温度伸縮に

よる不静定力の制限値を設けて制約を満たす設計よ

り最適設計候補を選択したものを図８ｂに示す．支

承変位が 140mm 以下の制約では機能分離型支承は

実現可能な設計が存在せず，反重力すべり支承を使

用した場合のみ設計が可能となる結果となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

    

５. 許容塑性率に基づく最適設計候補 

 ある設計パラメータの支承に対して，橋脚の応答

塑性率が与えられた特定の値となるような降伏震度

を決定することで必要強度が算出できる．必要強度

が小さい支承設計パラメータは，コスト的に有利な

橋梁設計に対応すると解釈できる．支承変位と，必

要強度の座標平面上で同様の最適設計候補を求めた

ものを図１０a に示す． さらに，不静定力の制限値

を設けた場合の最適設計候補を図１０b に示す．機

能分離型支承との比較では，前項と同様の傾向が見

られ，支承変位 120mm 以下に制限した上で不静定

力値を制限すると，反重力すべり支承と異なり機能

分離型支承は実現可能な設計がない．支承変位と不

静定に同時に制約がある場合，反重力すべり支承の

設計上の優位性が発揮されると考えられる． 

６. まとめ 

 従来型の機能分離型支承と比較して，反重力すべ

り支承には以下の特徴がある事が示された． 

 設計の自由度が高いことから，支承変位および

橋脚応答塑性率が共に小さくなる有利な設計が

できる場合が存在する． 

 不静定力の値の制限が課された場合でも，橋脚

の必要強度がより小さく，かつ支承の変位が小

さい設計が可能と考えられる． 
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図７ 反重力すべり支承の解析結果 

図８a 最適設計候補        図８b 最適設計候補(不静定力考慮)    図９ 必要強度の求め方 

図 10a 最適設計候補      図 10b 最適設計候補(不静定力考慮) 
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